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地震災害救済制度について
1　はじめに
























































地震発生から 1000 時間（約 40 日間）において









































































































































第 1次配分（平成 7年 1月 29 日決定）
①死亡者・行方不明者見舞金 死亡者・行方不明者に見舞金を支給する 100 平成 7年
2月 1日～②住家損壊見舞金 住家の全・半壊（焼）した世帯に見舞金を支給する 100










ウ　母 子 世 帯 配偶者のいない女子で児童を扶養している世帯




















































第 3次配分（平成 8年 7月 19 日決定・追加分は平成 9年 4月 28 日決定）
















































重傷者 0 70,000 70,000 2 140,000
全壊 50,000 100,000 150,000 40 6,000,000








（A）×（B）米子市分 鳥取県分 計（A） 配分済 未配分 計（B）
重傷者 20,000 70,000 90,000 8 0 8 720,000
全壊 28,000 100,000 128,000 100 0 100 12,800,000
半壊 10,000 35,000 45,000 1,098 6 1,104 49,680,000
合　　計 63,200,000
残　　金（87,166,746 円－ 63,200,000 円） 23,966,746
注）残金については、第 2回配分委員会で検討。半壊 1,104 件は 5件の辞退者を除いたもの。
出典：米子市総務部総務課『鳥取県西部地震記録集』p.	64、2002 年




件数 配 分 類 件数 支給済額
災害見舞金











1,030 25,750,000 1,030 25,750,000














200 10,000,000 2 100,000
H.	8.	12月
～配分中






























損壊家屋撤去関連費 倒壊家屋の処理に伴う関連費 15,000,000 15,000,000 H.	7.	8.	4




























「義援金問題懇談会」を設置し、1998 年 7 月に
「義援金問題懇談会報告書」に沿って「義援金取
り扱いのガイドライン」を発表した（神戸新聞


















（1）死亡者 100 点／人 1人
（2）重傷者 50 点／人 35 人
（3）住居全壊 100 点／世帯 74 世帯








死　者 200 千円／人 全　　　壊 2,000 千円／世帯










































は、義援金は 256 億 6600 万円であったし、長崎












































































北海道南西沖地震災害（H5. 7. 12） 長崎県雲仙岳噴火災害（H3. 6. 4）
最終配分
（市町村への配分基準）（H6. 8. 1 現在） 最終配分（H6. 11. 30 現在）
単価 件数 金額 比率 単価 件数 金額 比率
％ ％
死亡者、行方不明者 1人 3,000 231 693,000 11.60 1,500 39 58,500 9,76
重傷者 1人 500 66 33,000 0.55 ─
住居滅失、全壊 1戸 4,000 599 2,396,000 40.12 2,000 180 360,000 60.06
住家半壊、半焼 1戸 2,500 355 887,500 14.86 1,250 47 58,750 9.80
借家（全壊） 1戸 ─ 300
借家（半壊） 1戸 ─ 150
一部損壊 1戸 500 3,697 1,848,500 30.96 ─
床下浸水 1戸 500 227 113,500 1.90 ─
入院 1人 ─ 500
避難世帯（警戒区域） 1戸 ─ 320 5 1,600 0.27
〃（避難勧告区域） 1戸 ─ 270 12 3,240 0.54
避難家族 1戸 ─ 60 891 53,460 8.92
要援護家庭 1戸 ─ ─
児童・生徒（幼児） 1人 ─ ─
	 （小学生） 1人 ─ 20 850 17,000 2.84
	 （中学生） 1人 ─ 30 583 17,490 2.92
	 （高校生） 1人 ─ 50 547 27,350 4.56




─ 200 10 2,000 0.33
配分義援金総額 5,175 5,971,500 100 3,164 599,390 100
備　　考
①義援金総額：256 億 6,600 万円



















































































は 1 つであったが、本稿では 2 つの場合を考え
る。公共財が複数存在する場合の寄付行為の研究
については Bernheim（1986）がある。財 A に寄
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次に義援金を委員会に集約して、そこから被害額に応じて各自治体に義援金を配分する場合の、それぞ
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= - = + - =b b b b^ ^h h
< <0 1b より、委員会方式を採用すると、個別方式の場合の均衡において評価すると、プレーヤー 1


















自然災害に見舞われた 2 つの自治体 A、B を考える。この 2 つの自治体は規模および被害程度におい
て同じものだと仮定する。義援金の寄託者は 3 人おり、プレーヤー 1 は自治体 B の、プレーヤー 2 は









u x G G x G G i
w x g g
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-
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a a ^ h
である。各プレーヤーは自分自身が行う消費 x
i





から効用を得る。プレーヤー 1 は自治体 B の、プレーヤー 3 は A の救済にのみ、それぞれ関心があ
るので、 ,0 11 3= =a a である。
プレーヤー 2 は両方の自治体の救済に関心があるので、 < <0 12 =a a a^ h である 8）。









ここでラグランジュ乗数をm i としてラグランジュ関数 L を構成すれば、
L x G G w x g gi A B i i i A
i
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,G x G x1A i i B i i= = -a a_ i
のときである。
, , , g g0 1 0A B1 2 3
1 3= = = = =a a a a で各プレーヤーの , , ,g g g gB A B A
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また、義援金の総額 G は、
である。
次に、端点解の場合を考える。 w w w
1
2
2 3 1$+ -
+
a
a ならば、 x w1 1$ なのでプレーヤー 1 は所
得のすべてを自己の消費にあてる。したがって g g 0A B
1 1= = となる。同様に、 w w w21 3 2$+ な
らば ,x w w w w32 2 1 2 3$ $+
-
a
a ならば x w3 3$ である。それぞれの条件について、内点解の
条件を満たすものを○、満たさないものを×とする。すなわち、（1） <w w w
1
2




○、 w w w
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a ならば×。（2） <w w w21 3 2+ ならば○、 w w w21 3 2$+ ならば×。（3）
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分委員会が集まった義援金総額 G のb部分を自治体 A に、残り 1 - b^ hを自治体 B に送ることをあら
わす。bの値は各自治体の被害状況（具体的には、死亡者数や全壊世帯数など）に応じて決められると
考えるのが妥当であろう。
さて、寄託者の効用最大化問題を解こう。ラグランジュ乗数をn i として、ラグランジュ関数 M
M x G G w x g1i i i i i
1i i
= - + - -b b n
-a a^ ^ _h h i# -
を構成すると一階条件より、






1 1 2 3 2 1 3 3 3 1 22= - - = - - = - -^ ^ ^h h h
である。
ゆえに、内点解を仮定すると、






1 31 1 2 3 2 1 2 3 3 1 2 3= - - = - + - = - - +^ ^ ^h h h
となるので、義援金総額および自治体 A、B の取り分はそれぞれ、
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また各プレーヤーの自己消費は、 x x x w w w4
1
1 2 3 1 2 3= = = + +^ h である。
次に、端点解を求める。 w w w3
1
1 2 3# +^ h のとき x w1 1$ となりプレーヤー 1 は所得のすべて
を自己の消費にあて、義援金を g 01= 支払う。同様に、 w w w3
1












○、満たさないものを×とする。すなわち、（1） >w w w3
1
1 2 3+^ h ならば○、 w w w311 2 3# +^ h なら
ば×。（2） >w w w3
1
2 1 3+^ h ならば○、 w w w312 1 3# +^ h ならば×。（3） >w w w313 1 2+^ h ならば
○、 w w w3
1
3 1 2# +^ h ならば×として、解を整理すると表 9 のようになる。表 9 は、寄付額について
非負制約を満たす範囲でまとめたものなので、次の不等式を満たす。
, , , ,
,
w w w w w w w w w w w w
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と、内点解では前者の義援金総額は w w w3
1


































































８）　ここで、a の値について考えよう。もし 2 つの自
治体の規模と被害程度が同じであるならば、プレー
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Private donations for victims of natural disasters are important in Japan 
because of the limitations of publicly funded relief. This article discusses 
the pros and cons of in-kind and cash donations for earthquake victims, and 
concludes that cash donations are more useful in Japan. When a destructive 
earthquake occurs in Japan, committees for cash donations are set up that 
consist mainly of members of prefectural governments, the Japanese Red Cross, 
and the Central Community Chest of Japan (Akaihane). In some cases dona-
tions are sent to city, town, and village ofﬁces rather than these committees. 
In many cases the committees permit the stricken municipalities to use the 
donations at their own discretion (this is termed the “separate-use system”). 
However, there were a few cases when the committees merged all of the dona-
tions and made the decisions on how the money would be spent (referred to 
as the “pooling system”). Using the multiple public goods model, this article 
analyzes these two systems to learn which gathers the most donations.
Keywords: earthquake, donation, multiple public goods
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